
令和 ４年 ９月２８日　企画財政部財政課

（単位　千円）

既決予算額 補正予算額 合計 前年度同期 伸率（％）

49,366,276 671,980 50,038,256 47,812,557 4.7

　 今回の補正予算（第５次）は、国の物価・賃金・生活総合対策として実施される 22,338,949 22,338,949 21,849,805 2.2

磯 野 計 記 念 奨 学 金 6,848 6,848 6,784 0.9

低所得世帯（住民税非課税世帯等）に対する支援金の給付を早期に執行するため 食 肉 処 理 セ ン タ ー 80,874 80,874 80,470 0.5

国 民 健 康 保 険 9,362,100 9,362,100 9,193,328 1.8

電力・ガス・食料品等価格高騰緊急支援給付金給付事業を計上しています。 公 共 用 地 取 得 事 業 11,069 11,069 11,069 0.0

奨 学 金 10,172 10,172 10,340 ▲ 1.6

　 一般会計の補正予算額は６億７，１９８万円の増額となり、補正後の予算総額は 介 護 保 険 10,935,819 10,935,819 10,778,125 1.5

後 期 高 齢 者 医 療 1,587,115 1,587,115 1,422,979 11.5

５００億３，８２５万円６千円となります。 土地開発公社清算事業 344,952 344,952 346,710 ▲ 0.5

71,705,225 671,980 72,377,205 69,662,362 3.9

42,664 42,664 33,754 26.4

7,702,367 7,702,367 8,014,199 ▲ 3.9

6,651,733 6,651,733 6,839,922 ▲ 2.8

51,100 51,100 52,721 ▲ 3.1

86,153,089 671,980 86,825,069 84,602,958 2.6合　　　　　　　計

令和４年度　補正予算（第５次）の概要

会　計　区　分

 一　般　会　計

 特　別　会　計

計（一般会計＋特別会計）

 財産区会計

 工業用水道事業会計

 水道事業会計

 下水道事業会計
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令和４年度　一般会計補正予算（第５次）事項別明細書

　〔 歳　入 〕 （単位　千円） 　〔 歳　出 〕 （単位　千円）　　
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令和４年度　一般会計補正予算（第５次）性質別内訳
（単位　千円）

補助 単独 補助 単独

7,414,252 6,816,844 351,216 11,347,994 9,238,722 1,631,338 2,446,065 155,460 12,690 5,972,153 353,283 14,410 208,000 3,403,849 49,366,276

15.0 13.8 0.7 23.0 18.7 3.3 5.0 0.3 0.0 12.1 0.7 0.1 0.4 6.9 100.0

10 議 会 費 0

15 総 務 費 0

20 民 生 費 4,316 17,664 650,000 671,980

25 衛 生 費 0

30 労 働 費 0

35 農林水産業費 0

40 商 工 費 0

50 土 木 費 0

50 消 防 費 0

55 教 育 費 0

60 災 害 復 旧 費 0

65 公 債 費 0

70 諸 支 出 金 0

80 予 備 費 0

4,316 17,664 0 650,000 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 671,980

7,418,568 6,834,508 351,216 11,997,994 9,238,722 1,631,338 2,446,065 155,460 12,690 5,972,153 353,283 14,410 208,000 3,403,849 50,038,256

14.8 13.7 0.7 24.0 18.5 3.3 4.9 0.3 0.0 11.9 0.7 0.0 0.4 6.8 100.0構成比　（％）

公債費 積立金
投資及び
出資金

貸付金
災害復旧事業費

維　持
補修費

扶助費 補助費等
普通建設事業費

補正額

補正後予算額

補正前予算額

人件費 物件費 合計

構成比　（％）

繰出金

（
　
費
　
　
目
　
　
別
　
　
内
　
　
訳
　

）

- 3 -



令和４年度　補正予算（第５次）事業の概要

（単位　千円）

特定財源 一般財源

【一般会計】

20 民生費

電力・ガス・食料品等価格高騰緊急支援給付金給付事業 《臨時特別給付金事業推進室》 671,980 671,980 0

電力・ガス・食料品等の価格高騰による負担増を踏まえた、住民税非課税世帯等に対する給付金給付事業

  ・ 支給対象　①基準日（令和４年１０月１日）において、世帯全員の令和４年度分の住民税均等割が非課税である世帯

  ・ 支給対象　②　①のほか、予期せず令和4年1月から12月までの間に家計が急変し、①の世帯と同様の事情にあると

　　　　　　　　　　　認められる世帯（家計急変世帯）

　・ 対象世帯数　13,000世帯

　・ 支給額　5万円/世帯　　

　・ 支給時期　令和4年12月上旬頃から随時支給予定

科　　　目 事　　　　　業　　　　　内　　　　　容　　　　　等 補正予算額
財　源　内　訳
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